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潮来市地域連携拠点整備における民間活力導入可能性調査業務委託に係る 

公募型プロポーザル実施要項 

 

１ 趣旨 

本要項は、地域連携拠点の整備及び運営において、民間活力の導入を視野に、効率的か

つ効果的に実施できる最適な事業手法及び導入範囲を検討するとともに、民間活力導入の

効果及び課題等について整理することを目的として、当該業務の受託候補者を公募型プロ

ポーザル(以下「本プロポーザル」)により選定するため、本公募の参加要件のほか手続き

等について、必要な事項を定めるものとする。 

 

２ 事業名  潮来市地域連携拠点整備における民間活力導入可能性調査業務委託 

 

３ 事業概要 

（１） 事業目的 

本事業は、地域連携拠点の整備及び運営において、民間活力の導入を視野に、効率的か

つ効果的に実施できる最適な事業手法及び導入範囲を検討するとともに、民間活力導入の

効果及び課題等について整理することを目的とする。 

（２） 業務内容 

本業務が行う内容は、次のとおりとする。 

ア 基本情報の整理 

イ 整備・運営の方向性の検討 

 ウ 市民へのアンケート調査 

エ 事業手法の比較検討 

オ 民間事業者へのサウンディング調査 

カ 調査結果のとりまとめ 

 

４ 履行期間 

契約期間 

契約締結の日の翌日から令和７年３月２１日（金）まで 

 

５ 提案上限額（消費税及び地方消費税相当額を含まない） 

 

９，０９０，０００円 以内 

 

※ この額は契約（予定）金額を示すものではなく、業務提案内容の規模を示すための

ものである。なお、上限を上回る金額で見積を行ったときは失格となる。 

 

６ 選定方式 

  選定方式は、本実施要項に記載する企画提案書等を求め、提案者の経験及び実施の能

力、見積価格及び提案内容を総合的に比較検討し、最適な受託候補者をプロポーザルで

選定する。 
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７ 応募参加要件 

  本プロポーザルに参加する者は、次の掲げる要件を全て満たした者とする。 

（１） 国、地方公共団体、特殊法人、許可法人、独立行政法人、国立大学法人、地方公

社、地方独立行政法人、公立大学法人が発注者する業務で、以下の業務実績（過去

5年以内に完了）を有すること。 

・「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」に基づく事業

に関する導入可能性調査業務 

・高速道路インターチェンジ周辺開発に関する検討業務 

・都市公園の新設又は再整備に関する検討業務 

・スポーツ施設の整備に関する検討業務 

（２） 原則として、潮来市建設工事等入札参加者名簿に登載された者であること。名簿

に登載されていない者が参加する場合は、受託者に選定された場合、契約締結時ま

でに登録を行うこと。 

（３） この公告の日から契約締結の日までの間のいずれの日においても、潮来市建設工

事及び委託業務等の契約事務に関する規程に基づく、入札参加資格停止措置を受け

ていない者若しくは他の地方公共団体又は国からの指名停止を受けていない者で

あること。 

（４） 法人の場合は、国税、県税及び市町村税の滞納がある者（市税にあっては、法人

の代表者が潮来市に住所を有する場合は、代表者を含む。）でないこと。又個人の場

合は、市町村税の滞納がある者でないこと。 

（５） 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続開始の申立てがなされ

ている者で、同法に基づく裁判所からの更生手続開始決定を受けていない者。 

（６） 民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生開始の申立てがなされてい

る者で、同法に基づく裁判所からの再生手続開始決定を受けていない者。 

（７） 潮来市暴力団排除条例（平成 23年条例第 29号）第 2条第 1 号に規定する暴力団、

同条第 2 号に規定する暴力団員又は第 3 号に規定する暴力団員等でないこと。 

 

８ スケジュール 

  本事業の実施スケジュールは、次のとおりとする。 

項 目 日 程 備 考 

①募集期間 令和６年４月 ８日（月） 

令和６年４月２６日（金） 

ＨＰへの募集掲載 

②質問書の提出期限 令和６年４月１７日（水） 様式２ 

③質問書への回答 令和６年４月２２日（月） ＨＰへ掲載 

④参加表明書の提出期限 令和６年４月２６日（金） 様式１ 

⑤企画提案書等の提出期限 令和６年５月 ２日（木） 様式３～８他 

⑥プレゼンテーション審査 令和６年５月１３日（月）予定 詳細は別途通知 

⑦受託候補者の選定 令和６年５月１４日（火）予定 選定結果通知 

⑧契約締結（予定） 令和６年５月中・下旬  
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９ 実施要項等の公表 

  実施要項等は、市のホームページにおいて、令和６年４月８日（月）に公表する。 

 

１０ 参加手続き等 

  参加希望者は、次により参加表明書（様式１）に必要事項を記載し提出する。 

（１） 提出書類 

参加希望者は、参加表明書を１部提出すること。 

（２） 提出期日 

令和６年４月２６日（金） 午後５時まで（必着） 

（３） 提出方法 

ア 企業立地戦略室へ持参又は郵送にて提出すること。 

イ 持参の場合には、企業立地戦略室に電話連絡し持参予定日時を調整すること。 

ウ 郵送の場合には、配達記録が残る方法で郵送すること。 

（４） 提出先 

潮来市役所 本庁舎３階 

潮来市役所 市長公室 企業立地戦略室 

（５） 辞退届の提出 

参加表明書を提出した後、本プロポーザルへの参加を辞退する者は、辞退届を次の

方法で提出すること。なお、この場合でもその他の事業において不利益を被ることは

ないものとする。 

ア 提出書類 辞退届（様式９） 

  イ 提出方法 持参または郵送 

  ウ 提 出 先 潮来市 市長公室 企業立地戦略室（後記１７参照） 

 

１１ 質問及び回答 

（１） 質問書の提出 

本プロポーザルに関する質問は、質問書（様式２）により提出すること。 

なお、電話及び口頭等の個別の対応はしないものとする。 

（２） 提出期限 

令和６年４月１７日（水） 午後５時まで 

（３） 提出方法 

電子メール又はＦＡＸにて担当課へ提出し、電話により担当課へ提出したことを連

絡すること。 

（４） 提出先 

潮来市役所 本庁舎３階 

潮来市 市長公室 企業立地戦略室（後記１７参照） 

（５） 質問書の回答 

質問書に対する回答は、令和６年４月２２日（月）午後５時までに市のホームペー

ジに掲載する。 
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１２ 企画提案書等の提出 

   本プロポーザルに関する企画提案書等は、次の方法により提出すること。 

（１） 提出書類 

ア 会社概要（様式３） 

イ 実績調書（様式４） 

直近５年以内の業務の契約実績又は業務に関わる実績を記載すること。また、

契約実績の場合は内容が確認できる書類（契約書の写し等）を添付すること。 

    ウ 業務実施体制（様式５） 

      業務の実施体制、分担業務の内容について記入すること。 

    エ 配置予定者調書（様式６） 

      業務担当者及び担当者の氏名、経歴、実績等について記入すること。 

なお、保有資格については、証明できる書面の写しを添付すること。 

オ 企画提案書（任意様式） 

企画提案書の表紙は様式７によるものとし、企画提案書の内容については任

意様式とする。 

企画提案書（任意様式）には、仕様書の業務内容に沿って、それぞれ簡潔に提

案を行うこと。 

カ 見積書（様式８） 

  本業務の提案見積価格を記載すること。 

提案の内容に基づき、事業期間中の総見積額を記入すること。 

キ 見積金額内訳書（様式８別紙） 

詳細な見積金額内訳書を添付すること。 

（２） 作成要領 

ア 様式は任意とし、用紙はＡ４版、横書き、文字サイズ１１ポイント以上とする。 

イ 表紙を除いて２０ページ以内で両面印刷とする。 

ウ 各ページに通し番号を振ること。 

    エ 企画提案書の作成については、仕様書を確認のうえ、提案趣旨やアピールした

いポイントなどを簡潔にわかりやすく記述し、意思表示は明確にすること。 

    オ 専門用語を使用する場合には、必要に応じ、用語解説を記載すること。 

（３） 提出部数 

・ 正本  １部（代表者印を押印したもの） 

・ 副本  ６部（正本の写し） 

（４） 提出期限 

令和６年５月２日（木） 午後５時まで（必着） 

（５） 提出方法 

ア 持参又は郵送にて提出すること。 

イ 持参の場合には、担当課に電話連絡をし、持参予定日時を調整すること。 

ウ 郵送の場合には、配達記録が残る方法で郵送すること。 

（６） 提出先 

潮来市役所 本庁舎３階 

潮来市 市長公室 企業立地戦略室（後記１７参照） 
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１３ 企画提案書に関する留意事項 

（１） 本事業に関する企画提案書等の著作権は、提案者に帰属する。 

ただし、事業者の選定に関する情報の公表又はその他市が必要と認めるときには、

市は企画提案書の全部若しくは一部を使用できるものとする。 

（２） 提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等を用いた事業方法等を

使用した結果生じた責任は、原則として提案を行った参加者が負うものとする。 

（３） 市が提供する資料は、本プロポーザルに係る検討以外の目的で使用することはでき

ないものとする。 

（４） 提出された企画提案書等の受付期限以降における再提出は認めない。 

なお、受付期限内に再提出があった場合は、最後に到達したもののみを審査の対象

とする。 

（５） 提出書類に虚偽の記載をした場合は、無効となる。 

（６） 見積書（様式８）において、前記５に示す提案上限額を超えている場合については

選定しないものとする。 

 

１４ 審査方法及び審査基準等 

  潮来市地域連携拠点整備における民間活力導入可能性調査業務委託プロポーザル業者

選定委員会（以下「選定委員会」という。）が、書類審査及びプレゼンテーション審査の

優秀性について審査を行い、審査の最高得点者を受託候補者として選定する。 

（１） 審査方法 

ア  書類審査 

企画提案書等の提出が６者以上の場合は、提出書類による審査を行う。審査の

結果、内容が優れた５者を本審査の対象とする。審査の結果については、プレゼ

ンテーション審査（本審査）の前日までに通知する。 

イ  プレゼンテーション審査（本審査） 

企画提案書に沿ったプレゼンテーション及び質疑応答を次のとおり実施し、選

定委員会の各委員が審査項目に基づき、得点を算出する。 

①プレゼンテーション 

提出された企画提案書に基づくプレゼンテーションを実施する。 

・ 実施予定日 ：令和６年５月１３日（月）（※詳細は後日、通知する） 

・ 実施予定場所：茨城県潮来市辻６２６番地 潮来市役所内 

・ 実施内容及び時間（予定） ：１者につき、３０分程度とする。 

機材等準備    ： ５分以内 

プレゼンテーション：１５分以内 

質疑応答          ：１０分以内 

   ② 出席者 

     プレゼンテーションの出席者は、１者あたり３名以内とし、本業務を受注した

場合の責任者は必ず出席すること。 

   ③ プレゼンテーションの方法 

・プレゼンテーション審査の実施順番は、参加表明書の受付順に実施する。 

・プロジェクター、スクリーン及び電源タップは市において用意する。 
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パソコン及び接続に必要となるケーブル等は参加者が用意すること。 

・不測の事態が生じた場合は、選定委員会で協議のうえ決定する。 

④ 参加者が１者の場合について 

     参加者が 1 者のみの場合であっても本プロポーザルは成立するものとし、選定

委員会において審査を行い、選定の可否を決定することとする。 

（２） 審査項目及び評価基準 

審査における項目は、潮来市地域連携拠点整備における民間活力導入可能性調査業

務委託プロポーザル審査基準の「別表１」のとおりとする。 

（３） 受託候補者の選定 

本プロポーザルの審査は、選定委員会の各委員が企画提案プレゼンテーションの評

価を行い、最高点を得た者を受託事業者とし、第２位の者を次点者とする。また、合

計得点が最も高い者であっても、各審査委員の合計点の平均点が６０点に満たない者

は受託候補者としない。 

参加者が１者のみの場合、審査において、各審査委員の合計点の平均が６０点以上

であれば、プロポーザル実施要領、仕様書等を満たすと判断し、その提案者を受託候

補者として決定する。 

（４） 選定結果の通知 

選定結果は、参加者すべてに通知する。また、市ホームページに公表する。 

 

１５ 契約の締結 

（１） 市は、受託候補者と業務の詳細等を協議のうえ、見積書を徴取し契約を締結する。 

（２） 受託候補者に事故があり見積書の徴取が不可能となった場合又は受託候補者との

協議が整わない場合は、市は次点者と業務の詳細等を協議のうえ、契約を締結する。 

 

１６ その他注意事項等 

（１） 企画提案書は１者につき１提案とする。 

（２） 企画提案に関して参加者が必要とした費用は、全て参加者の負担とする。 

（３） 提出された参加表明書及び企画提案書等は返却しないものとする。 

（４） 原則として、企画提案書等の提出後は、提出資料の差し替え及び追加等は認めない。

ただし、必要があるものとして市が認めた場合は、この限りでない。 

（５） 提出された書類等は、潮来市公文書の開示に関する条例に基づき公開することがあ

る。 

（６） 選定結果については、市ホームページ等で参加法人、選定経過、選定方法等を公表

することがある。 

（７） 緊急等やむを得ない理由等により、公募型プロポーザル方式を実施することができ

ないと認められる場合、公募型プロポーザル方式を停止、中止又は取り消すことが

ある。なお、この場合、公募型プロポーザル方式に要した費用を潮来市に請求する

ことはできない。 

（８） 本業務の契約をする者で、潮来市建設工事等入札参加者名簿に登載されていない者

は、本業務の契約締結時までに必ず登録をすること。 
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１７ 問い合わせ先 

   この要項等に関する問い合わせ先は、次のとおりとする。 

    

潮来市 市長公室 企業立地戦略室 

   住  所：〒３１１－２４９３ 茨城県潮来市辻６２６番地 

   電話番号：０２９９－６３－１１１１（内線３１７） 

   ＦＡＸ ：０２９９－８０－１１００ 

   Ｅメール：uchi@city.itako.lg.jp 

     市公式 HP アドレス：https://www.city.itako.lg.jp 
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別表１ 

潮来市地域連携拠点整備における民間活力導入可能性調査業務委託プロポーザル審査要項 

 

１ 目的 

 この要項は、潮来市地域連携拠点整備における民間活力導入可能性調査業務委託に係る

プロポーザル審査及び選定方法の手続きについて、必要な事項を定める。 

 

２ 審査方法 

 提出された企画提案書に基づくプレゼンテーションの内容について、下記３の審査項目

に対して審査を行い、最高得点を得た者を受託候補者として選定するものとする。 

 ※最高得点者が２者以上になった場合は、くじ引きで決定する。 

 ※なお、各審査委員の合計点の平均が６０点未満の事業者は選定しないものとする。 

 

３ 審査項目と配点 

 ＜表１＞ １００点満点 

 評価項目 配点 

１ 企画提案書に対す

る評価 

業務を効率的・効果的に

実施するための具体的な

提案となっているか 

高い A ２０ ２０ 

普通 B １０ 

低い C ５ 

業務手順が明確であり、

妥当性のある作業工程と

なっているか 

高い A ２０ ２０ 

普通 B １０ 

低い C ５ 

２ 業務への理解 本事業の検討経緯及び全

体像を的確に把握し、提

案に反映されているか 

高い A １５ １５ 

普通 B ７ 

低い C ３ 

３ 独自性 独自のノウハウや経験を

活かした創意工夫や追加

提案の有無 

高い A １５ １５ 

普通 B ７ 

低い C ３ 

４ 主任技術者（研究

者）又は責任者の

経験等 

７応募参加要件（１）に

示す過去５年間の同種・

類似業務の経験数 

全て A １５ １５ 

３件以上 B ７ 

３件未満 C ３ 

５ 会社実績 ７応募参加要件（１）に

示す過去５年間の同種・

類似業務実績の件数 

全て２件以上 A １５ １５ 

一部２件以上 B ７ 

一部１件以下 C ３ 

 総合点  １００ 


